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The purpose of this study is to evaluate the possibility of widespread fire because of destruction of fire-hydrants and  

roadblocks on narrow roads, so there were wide range of fire at the Great Hanshin-Awaji Earthquake. There are a large 

number of wooden buildings and numerous narrow roads in the city of Kyoto. The fact was shown in order to proceed 

following steps that calculating the amount of fluid flowing in a river and making the effective range of fire extinguishing 

considering these obstructions against fire-fighting and natural water supply.  
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１. はじめに 

 
(1) 研究の背景 
阪神・淡路大震災では神戸市で地震後に火災が同時多発的に発生し、地震発生から1時間以上経った後も

断続的に発生した。地震により水道管が破壊され、消火活動時に水道消火栓を使用できない状況に陥ったこ
とも被害が拡大した要因とされている。河川、防火水槽、プール等の多様な水利を用いて、消火活動が行わ
れた。防火水槽の中には周辺の建物倒壊や防火水槽自体が被害を受けたことで使用不可となったものや、水
量に限界があるためすぐに水が尽きてしまうものもあった1)2)。京都市は木造密集市街地が多く存在し、火災
が発生した場合に、大規模な延焼火災に発展する危険性が高いと考えられる。 京都市消防局では、震災消防
水利計画3)が策定されている。この震災消防水利計画では[第1段階]市民が消火可能な段階、[第2段階] 公設
消防および消防団による消火が必要となる数棟規模の段階、[第3段階]街区火災～都市大火へ発展し路線防
御が必要となる段階のうち第2段階を対象としている。そこで、第3段階の大規模延焼火災が発生した状況で
の消火活動が難しい範囲の把握が必要である。 
 

(2) 研究の目的 
大規模延焼火災時の消火活動が難しい範囲を示すために、消火が可能と考えられる範囲図（以下、消火可

能範囲図）を作成する。まず無限水利である河川から取水し、長距離送水方法を用いた場合の消火可能範囲
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図を作成する。そこから更に改善案として取水地点の条件に当てはまらない水源の改善や消防装備を拡大し
た場合での消火可能範囲図を作成し、効果を検証する。阪神・淡路大震災では被災地域において消火栓が使
用不能であったこと、防火水槽は水量の限界はあるがそれぞれが独立しており消防水利として使用されたも
のもあることから、本研究は河川・防火水槽・ため池・プールを消防水利の水源と設定した。加えて地震に
より道路閉塞の可能性が低い幅員の広い道路だけを消火活動を行う事ができる経路と設定する。震災時の大
規模延焼火災に対する消防水利計画へ知見を得ることを本研究の目的とする。 

 
(3) 既往研究と本研究の位置づけ 
 これまで地震火災に対する消防水利の到達や、消防力低下となる地域の特定に関する既往研究は行われ
ている。高山ら4)は、金沢市を対象として地震火災時の消防水利低下地域の評価を行っている。しかし、有
効消火範囲を消防水利から円で表示しており、地震による道路閉塞状況が考慮されていない。中野ら5)は地
震火災時の消防水利からの到達可能性の観点から、消防水利が不足する範囲の特定を行っている。しかし、
ケーススタディ地区において、地震火災時に有効である河川等の無限水利が消防水利から除かれている。ま
たメッシュ内の充足率での評価にとどまっている。 

本研究の対象地区である上京区の消火可能範囲に関する既往研究として大窪ら6)は、阪神・淡路大震災の
経験から消火栓が破壊された状況を想定し、プール・防火水槽・河川を消防水利とした場合の消火可能な範
囲の算出を行っている。また、林ら7)は中藪ら8)の延焼シミュレーション結果を参考に、相対焼失リスクの特
に高い地域を対象に、ホースブリッジや可搬消防ポンプを用いた場合の消火可能範囲の算出を行っている。
しかしながら、大窪ら6)と林ら7)は、鴨川の取水地点が1か所のみであり、鴨川を有効な消防水利として考慮
されていない点や道路幅員をGISソフト*1)上での計測結果であるという点でさらなる精度の向上による改善
が可能であると考えられる。 

以上の課題を解決するために本研究では、道路閉塞の可能性が低い道路のみを経路とした消火可能範囲図
の作成を行う。道路閉塞の判断要素である幅員のデータを、国土地理院の数値地図の道路中心線シェープフ
ァイル*2)の属性データを用いることで精度を向上する。加えて無限水利である河川について、流量推定や道
路からの接近可能な地点の現地で計測調査を行うことにより取水地点の増加を目指す。消防設備として消防
ポンプ車だけでなく長距離送水車を考慮する。 
 
２. 研究対象地域の延焼火災の危険性と消防水利について 
 

京都市上京区を対象地域とした理由である地震火災の延焼危険性、次に上京区内にある消防水利について
の合理的な選定理由とともに前提条件を示した。また、同じ上京区を対象地域とした既往研究との消防水利
数についての違いを示す。 
 

(1) 対象地域の地震時の大規模延焼火災の危険性 
京都市第3次地震被害想定9)では、異なる断層の地震での被害予測が行われている。その中で、火災被害が

大きいと予測されている花折断層地震（想定マグニチュード7.5、左京区・東山区・北区・上京区・中京
区・下京区・山科区の一部に震度7地域が出現）に着目した。花折断層は滋賀県今津町から京都市左京区を
通る直線の断層である。冬18時に花折断層地震が発生した場合、上京区では8件の火災が発生すると予測さ
れている。上京区の西側地域は、1km²あたり1.51件以上という高い出火危険度の予測がされている（図1）。 
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図 1 花折断層地震での出火危険度予測 9) 鴨川 
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(2) 消防水利の基準 
本研究では消防水利について「消防力の基準・消防水利の基準」10)を参考にする。「消防力の基準・消防

水利の基準」において、消防水利として給水可能とする場合の水量の条件として、第3条第1項で常時貯水量
が40m

3または、連続で40分以上の1.0m
3

/分以上の取水ができることとされている。消防水利配置の特例とし
て第5条では、第3条第1項の水量の10倍以上の水量と同時に5台以上の消防車が取水できる場合は、消防水利
として有効であると定められている。また、消防水利の構造として第6条で消防水利の取水する際の条件が
定められている。それによると地盤面からの落差が4.5m以内であり、取水する消防水利の水深が0.5m以上で、
吸管の長さと消防水利の地盤からの落差に応じた距離内に、消防ポンプ車が近づくことができることが条件
として定められている。 
 

(3) 対象地域での消防水利 
上京区の東側に鴨川、中央に堀川、西側に天神川が流れている。図2に、本研究で消防車両が通行可能と

する経路に接しているそれぞれの消防水利の取水可能地点の位置を示す。 
a） 鴨川 
大窪ら6)の研究から鴨川にかかる全ての橋から水面までの落差は7～8mということで「消防力の基準・消

防水利の基準」第6条により、橋からの取水は困難であると判断した。そのため取水場所について現地調査
を行い、取水地点を特定した。現地調査は2020年11月11日に、七条大橋から北山大橋までの左岸右岸併せて
69カ所のスロープを調査した。次に取水地点と設定する基準として、ポンプ車や長距離送水車の寸法から幅
員300cm以上、高さ360cm以上と設定する。取水地点とするスロープは、合計で13カ所と判明した。 
b） 堀川 
流量の常時観測は行われていないが、上流部にポンプがあり、京都市役所へのヒアリング調査＊3)の結果、

数年前の記録ではあるが、ポンプの能力は3.0m³/分であることが分かった。消防水利設備として、消防ピッ
トが設置されている。消防ピットとして利用できる連結桝は、紫明通で9箇所と堀川通りで9箇所あり、また
今出川通から御池通までに合計8箇所の消防ピット設置場所がある。また、堀川の取水地点は26カ所と設定
する。 
c） 天神川 
天神川は、上京区周辺の天神川の側道が5.5m未満の道路で

あったため、現状の消防水利での消火可能範囲の作成結果を
示す第4章では取水地点を設定していない。しかし、消火可能
範囲の拡大としての改善案とする第5章では、側道が5.5m以上
とした場合での消火可能範囲の算出を行う。 
d） その他の消防水利 
 本研究では河川以外の消防水利の抽出条件として5.5m以上
の道路に接していることとした。大窪ら6)の研究で消防水利と
して設定されている防火水槽とプール、ため池の中から本研
究での抽出条件を満たした防火水槽とプール、ため池のみを
消防水利と設定した。 
 
(4) 河川での長距離送水装備の使用の判断について 
長距離送水車を使用できるかの判断は、河川の流量を判断

の要因とした。流量はH-Q曲線*4)と観測水位から求める。本研
究では、唯一H-Q曲線のデータのある鴨川の流量を算出した。
上京区周辺部の鴨川の水位観測所は、荒神橋地点に設置され
ている。まず、荒神橋地点のH-Q曲線と京都府河川防災情報水
位一覧11)より、荒神橋水位観測所で観測された水位観測値を用
いて、1時間ごとの流量を推定する。次に、日平均流量を求めるため1時間ごとの流量を平均し、1日の平均
流量を推定する。2019年12月～2020年11月の1年のデータを用いて、算出した渇水流量は41.4m

3/分であった。
渇水流量とは、年間を通じて355日を下回らない程度の流量値と定義されている12)。京都市消防局の都市水

図 2 設定した消防水利位置図 
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図を作成する。そこから更に改善案として取水地点の条件に当てはまらない水源の改善や消防装備を拡大し
た場合での消火可能範囲図を作成し、効果を検証する。阪神・淡路大震災では被災地域において消火栓が使
用不能であったこと、防火水槽は水量の限界はあるがそれぞれが独立しており消防水利として使用されたも
のもあることから、本研究は河川・防火水槽・ため池・プールを消防水利の水源と設定した。加えて地震に
より道路閉塞の可能性が低い幅員の広い道路だけを消火活動を行う事ができる経路と設定する。震災時の大
規模延焼火災に対する消防水利計画へ知見を得ることを本研究の目的とする。 

 
(3) 既往研究と本研究の位置づけ 
 これまで地震火災に対する消防水利の到達や、消防力低下となる地域の特定に関する既往研究は行われ
ている。高山ら4)は、金沢市を対象として地震火災時の消防水利低下地域の評価を行っている。しかし、有
効消火範囲を消防水利から円で表示しており、地震による道路閉塞状況が考慮されていない。中野ら5)は地
震火災時の消防水利からの到達可能性の観点から、消防水利が不足する範囲の特定を行っている。しかし、
ケーススタディ地区において、地震火災時に有効である河川等の無限水利が消防水利から除かれている。ま
たメッシュ内の充足率での評価にとどまっている。 

本研究の対象地区である上京区の消火可能範囲に関する既往研究として大窪ら6)は、阪神・淡路大震災の
経験から消火栓が破壊された状況を想定し、プール・防火水槽・河川を消防水利とした場合の消火可能な範
囲の算出を行っている。また、林ら7)は中藪ら8)の延焼シミュレーション結果を参考に、相対焼失リスクの特
に高い地域を対象に、ホースブリッジや可搬消防ポンプを用いた場合の消火可能範囲の算出を行っている。
しかしながら、大窪ら6)と林ら7)は、鴨川の取水地点が1か所のみであり、鴨川を有効な消防水利として考慮
されていない点や道路幅員をGISソフト*1)上での計測結果であるという点でさらなる精度の向上による改善
が可能であると考えられる。 

以上の課題を解決するために本研究では、道路閉塞の可能性が低い道路のみを経路とした消火可能範囲図
の作成を行う。道路閉塞の判断要素である幅員のデータを、国土地理院の数値地図の道路中心線シェープフ
ァイル*2)の属性データを用いることで精度を向上する。加えて無限水利である河川について、流量推定や道
路からの接近可能な地点の現地で計測調査を行うことにより取水地点の増加を目指す。消防設備として消防
ポンプ車だけでなく長距離送水車を考慮する。 
 
２. 研究対象地域の延焼火災の危険性と消防水利について 
 

京都市上京区を対象地域とした理由である地震火災の延焼危険性、次に上京区内にある消防水利について
の合理的な選定理由とともに前提条件を示した。また、同じ上京区を対象地域とした既往研究との消防水利
数についての違いを示す。 
 

(1) 対象地域の地震時の大規模延焼火災の危険性 
京都市第3次地震被害想定9)では、異なる断層の地震での被害予測が行われている。その中で、火災被害が

大きいと予測されている花折断層地震（想定マグニチュード7.5、左京区・東山区・北区・上京区・中京
区・下京区・山科区の一部に震度7地域が出現）に着目した。花折断層は滋賀県今津町から京都市左京区を
通る直線の断層である。冬18時に花折断層地震が発生した場合、上京区では8件の火災が発生すると予測さ
れている。上京区の西側地域は、1km²あたり1.51件以上という高い出火危険度の予測がされている（図1）。 
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(2) 消防水利の基準 
本研究では消防水利について「消防力の基準・消防水利の基準」10)を参考にする。「消防力の基準・消防

水利の基準」において、消防水利として給水可能とする場合の水量の条件として、第3条第1項で常時貯水量
が40m

3または、連続で40分以上の1.0m
3

/分以上の取水ができることとされている。消防水利配置の特例とし
て第5条では、第3条第1項の水量の10倍以上の水量と同時に5台以上の消防車が取水できる場合は、消防水利
として有効であると定められている。また、消防水利の構造として第6条で消防水利の取水する際の条件が
定められている。それによると地盤面からの落差が4.5m以内であり、取水する消防水利の水深が0.5m以上で、
吸管の長さと消防水利の地盤からの落差に応じた距離内に、消防ポンプ車が近づくことができることが条件
として定められている。 
 

(3) 対象地域での消防水利 
上京区の東側に鴨川、中央に堀川、西側に天神川が流れている。図2に、本研究で消防車両が通行可能と

する経路に接しているそれぞれの消防水利の取水可能地点の位置を示す。 
a） 鴨川 
大窪ら6)の研究から鴨川にかかる全ての橋から水面までの落差は7～8mということで「消防力の基準・消

防水利の基準」第6条により、橋からの取水は困難であると判断した。そのため取水場所について現地調査
を行い、取水地点を特定した。現地調査は2020年11月11日に、七条大橋から北山大橋までの左岸右岸併せて
69カ所のスロープを調査した。次に取水地点と設定する基準として、ポンプ車や長距離送水車の寸法から幅
員300cm以上、高さ360cm以上と設定する。取水地点とするスロープは、合計で13カ所と判明した。 
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示す第4章では取水地点を設定していない。しかし、消火可能
範囲の拡大としての改善案とする第5章では、側道が5.5m以上
とした場合での消火可能範囲の算出を行う。 
d） その他の消防水利 
 本研究では河川以外の消防水利の抽出条件として5.5m以上
の道路に接していることとした。大窪ら6)の研究で消防水利と
して設定されている防火水槽とプール、ため池の中から本研
究での抽出条件を満たした防火水槽とプール、ため池のみを
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(4) 河川での長距離送水装備の使用の判断について 
長距離送水車を使用できるかの判断は、河川の流量を判断

の要因とした。流量はH-Q曲線*4)と観測水位から求める。本研
究では、唯一H-Q曲線のデータのある鴨川の流量を算出した。
上京区周辺部の鴨川の水位観測所は、荒神橋地点に設置され
ている。まず、荒神橋地点のH-Q曲線と京都府河川防災情報水
位一覧11)より、荒神橋水位観測所で観測された水位観測値を用
いて、1時間ごとの流量を推定する。次に、日平均流量を求めるため1時間ごとの流量を平均し、1日の平均
流量を推定する。2019年12月～2020年11月の1年のデータを用いて、算出した渇水流量は41.4m

3/分であった。
渇水流量とは、年間を通じて355日を下回らない程度の流量値と定義されている12)。京都市消防局の都市水

図 2 設定した消防水利位置図 
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害対策車13)は2.0m
3

/分であることより、鴨川は常に長時間使用に十分な水源と確かめることができた。 
 

３. 消火可能範囲の算出方法 

 

 消火可能範囲の算出には、GISソフト*1)の到達圏解析機能を使用した。なお、本機能は設定した道路ネッ
トワーク上を経路とし、取水地点から設定した距離に応じた到達範囲を示す。本研究では、国土地理院で刊
行されている数値地図を使用し、数値地図の道路中心線シェープファイルを道路ネットワークとする。 
 

(1) 消火可能範囲の設定条件 
数値地図では、道路中心線シェープファイルにリンクごとの道路幅員データが、属性値として設定されて

いる。この道路幅員データを用いて、今泉ら 14)の研究から地震後に通行可能な道路の幅員を 5.5m 以上とし、
条件を満たす道路のみを消火可能範囲作成のための経路とした。また、消防車 1台には、20mのホースが 20

本装備されており、すべてのホースをつなげた場合のホースの長さ 400ｍであるため、消防車を用いた場合
の最大到達距離を 400m と設定する。長距離送水車の送水ホースの長さに、消防車の到達距離 400m を加え
た長さを長距離送水車を用いた場合の最大到達距離と設定する。 
 
(2) 先行研究との比較 
表1は、同じ上京区を対象としている先行研究で

ある大窪ら6)との取水地点数の比較を表したもので
ある。 
河川・防火水槽・ため池・プールを取水地点とし

た消防ポンプ車（ホースの総延長：400m）の場合
の消火可能範囲を示し、同様の到達圏解析を用いた
大窪ら6)の消火可能範囲図(図3)との比較を行う。図
4は、図3よりも空白の範囲が存在する。これは、道
路幅員が5.5m未満の道路を除くことが出来ているこ
とを表している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

表 1 先行研究 6)との比較 

先行研究 本研究

使用する道路中心線データ オープンストリートマップ 数値地図

経路とする道路幅員 6m以上 5.5m以上

道路幅員データ GISソフトウェア上での計測

数値地図に設定されている

属性データ

消防水利の抽出範囲 対象範囲から1.5㎞以内 対象範囲内

鴨川の取水地点数 1カ所 13カ所

堀川の取水地点数 40カ所 26カ所

天神川の取水地点数 3カ所 0カ所

使用可能な防火水槽数 246カ所 73カ所

プールの取水地点数 24カ所 7カ所

ため池の取水地点数 7カ所 5カ所

合計の取水地点数 321カ所 125カ所

図 3  先行研究の消火可能範囲図 6) 図 4 全ての水利を用いた場合の消火可能範囲図 
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(3) 消火活動に用いる消防装備と水利の種類について 
長時間・大量の消防用水が供給可能である河川から、まず既存の消防設備と消防水利を用いた異なる組み

合わせでの消火可能範囲を考える。その結果から、次にできるだけ消火可能範囲外である空白を埋めるため
の改善方法として、複数の方法を考えた。例えば、長距離送水車の送水距離の拡大や、河川の取水地点でポ
ンプ車や長距離送水車が取水できるように周辺の道路の幅員を拡大することである。 

 
４. 既存の消防水利と装備を用いた結果 
 
図4から防火水槽などの水利がすべて使用可能で水量が存在する状況下では、広範囲で消火活動ができる

ことがわかった。しかし、大規模な延焼火災の消火活動では大量・長時間使用できる消防用水を必要とする。
そこで、無限水利である河川のみを水源とする消火活動の際の消火可能範囲図を作成する。既存の消防水利
と装備での消防活動として、2つの方法を用いた場合の消火可能範囲図の作成を行った。 
 
(1) 消火活動方法 
a） 既存の消防水利を中継点に設定し、河川の水を用いる方法（1つの取水地点で最大5台のポンプ車を使用） 
b） 鴨川から京都市消防局にある都市型水害対策車を用いる方法 
 
(2) それぞれの方法での結果 
a） 既存の消防水利を中継点に設定し、河川の水を用いる方法 
河川の取水地点から、ポンプ車の消防ホース総延長400mの範囲内にある消防水利を次の中継地点とした

中継送水方法による消火可能範囲図を作成した。高山ら4)を参考に、河川の取水地点の1つに消防車5台を使
用とする。鴨川で中継送水を行った場合は、北側では5台分の中継送水が可能であったが、南側は中継点と
なる防火水槽などの他の消防水利がなく、消火可能範囲は河川に沿った範囲のみだけであった(図5）。一方、
堀川で中継送水を行った場合、堀川東側には消火可能範囲の拡大が見られたが、西側に範囲の拡大は見られ
なかった(図6)。 
b） 鴨川から京都市消防局にある都市型水害対策車を用いる方法 
本研究で常時十分な水量があり、長距離送水車が接近可能であると明らかとなった鴨川を水源とする。使

用する長距離送水車は、京都市消防局にある都市型水害対策車13)（送水ホース長さ：1.0km）である。よっ
てホースの到達距離は消防車両のホースの400mを加えた1.4kmである。図5、図6に比べて範囲は拡大したが、
堀川のある対象地域の中央までは届いておらず、都市型水害対策車では対象地域に対しての範囲は狭いこと
が分かる(図7)。 
 

図 5 鴨川の中継送水での 

消火可能範囲図 

図 6 堀川の中継送水での 

消火可能範囲図 

図 7  都市型水害対策車の 

消火可能範囲図 
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3
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５. 消火可能範囲の拡大のための改善案と結果 
 

  第4章の消火可能範囲図の結果から既存の消防水利と装備の方法では、長時間の消火活動の有効範囲が対
象地域に狭いことが明らかとなった。そこで消火可能範囲の拡大のための改善案として3つの消火活動方法
を考えた。 
 
(1) 消火活動方法 
a） 堀川で京都市消防局にある都市型水害対策車を用いる方法 
b） 都市型水害対策車より長い送水ホースの長距離送水車を用いる方法 
c） 天神川の側道の幅員を拡大し、天神川を消防水利とする方法  

 
(2) それぞれの方法での結果 
a） 堀川で京都市消防局にある都市型水害対策車を用いる方法 
既存の消防装備での中継送水による消火可能範囲が限定的であったため、堀川が都市型水害対策車を用い

るのに十分な流量がある場合の消火可能範囲を算出した。図 8 から堀川が長距離送水車を使用できた場合、
既存の消防水利と装備での範囲に比べて範囲が広く、大規模な延焼火災に対して十分有効な方法であること
が明らかとなった。 
b） 都市型水害対策車より長い送水ホースの長距離送水車の用いる方法 
都市水害対策車よりも消火可能範囲を拡大する方法として、長距離送水装備に着目した。横浜市消防局15)

と東京消防庁16)のそれぞれの長距離送水装備を参考にした。横浜市消防局と東京消防庁のそれぞれの長距離
送水装備は、1.8kmと2.0kmである。ホースの到達距離は、消防車両のホースの400mを加えた2.0kmと2.4km

である。図9、図10から、京都市の都市型水害対策車では、対応することが難しい中央部から東側をおおよ
そ対応が可能であることが分かる。 

c） 天神川の側道の幅員を拡大し、天神川を消防水利とする場合 
本研究では天神川を取水地点としていないため、西側が消火可能範囲外となっている。そのため対象地域

の西側で消火可能範囲を拡大する方法として、大窪ら6)の天神川の取水地点周辺の道路を5.5m以上の道路に
広がった場合を考えた。図11は、ポンプ車のホース400mの場合を示し、図12は、京都市消防局の都市型水
害対策車13)の1.0km（到達距離：1.4km）の場合を示した。これまでの既存の方法と改善方法では、天神川付
近が消火可能範囲外であるため、この改善方法は効果が十分にあることが分かる。 
 

 

図 8 堀川で都市型水害対策車の
消火可能範囲図 

図 9 長距離送水ホース 

1.8kmの消火可能範囲図 

図 10 長距離送水ホース 

2.0kmの消火可能範囲図 
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６. おわりに 
  

(1) 研究の成果 
a） 消火可能範囲の作成方法 
消火可能範囲を取水地点から円を用いて表すのではなく、GISソフトの到達圏解析を用いることで道路閉

塞発生割合が低いと考えられる幅員の広い道路のみを経路とした場合の消火可能範囲を示すことが出来るこ
とを明らかにした。このことにより消防水利の到達可能性と消火可能範囲を同時に考慮した評価ができた。 
b） 設定した現状の消防水利と消防設備での評価 
河川・防火水槽・ため池・プールから消防車を用いた場合の消火可能範囲では広範囲であり、地震後一定

時間は消火活動が行えることが分かった。しかし、火災が大規模になり長時間に大量の水が必要な場合は、
消防水利を中継点とした河川からの中継送水方法や鴨川からの都市型水害対策車を用いる方法では、消火可
能範囲が限定的であり消火活動のための水量が不足する恐れがあるということが分かった。 
c） 消火可能範囲の拡大のための改善案とその効果の算出 
堀川で京都市消防局の都市型水害対策車を用いた消火可能範囲図や、京都市消防局の都市水害対策車より

も送水距離がさらに長い長距離送水装備の消火可能範囲図、天神川の取水地点とした消火可能範囲を作成し
た。この範囲図から改善案として挙げたこれらの方法は有効であると考える。しかし、実現する上での課題
は大きいと考える。 

  
(2) 今後の課題 
a） 交通状況を考慮した消火可能範囲の算出 
本研究で調査した取水可能な位置からの消火可能範囲図を作成することで、地震時の大規模延焼火災の消

火活動が難しい範囲を求めた。しかし、消火可能範囲の大きさに影響を及ぼす要因は道路幅員だけではなく、
交通渋滞などの交通状況や道路の被害状況が考えられる。そのためより正確な消火可能範囲図の作成のため
には、交通状況の要因を考慮することが必要であると考えられる。 
b） 改善案の実現可能性の評価 
本研究では消火可能範囲を拡大させるための改善案として、3つの消火活動方法を挙げた。これらの改善

案を行った場合に消火可能範囲の拡大が見られたが、実現可能性の検討が不十分である。改善案を実施する
ための費用を算出することで、費用と効果の関係性から改善案の評価する必要があると考えられる。 
 

謝辞：：堀川などの京都市の河川について京都市役所・藤井豊様、小田宏一様、服部泰典様、鴨川や天神川に
ついて京都府京都土木事務所・内田信行様、四方幸伸様、中川裕司様、消防水利や消防活動、消防計画につ

図 11 長さ 400mの 

ホースの消火可能範囲図 

図 12 都市型水害対策車を 

用いた消火可能範囲図 
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５. 消火可能範囲の拡大のための改善案と結果 
 

  第4章の消火可能範囲図の結果から既存の消防水利と装備の方法では、長時間の消火活動の有効範囲が対
象地域に狭いことが明らかとなった。そこで消火可能範囲の拡大のための改善案として3つの消火活動方法
を考えた。 
 
(1) 消火活動方法 
a） 堀川で京都市消防局にある都市型水害対策車を用いる方法 
b） 都市型水害対策車より長い送水ホースの長距離送水車を用いる方法 
c） 天神川の側道の幅員を拡大し、天神川を消防水利とする方法  

 
(2) それぞれの方法での結果 
a） 堀川で京都市消防局にある都市型水害対策車を用いる方法 
既存の消防装備での中継送水による消火可能範囲が限定的であったため、堀川が都市型水害対策車を用い

るのに十分な流量がある場合の消火可能範囲を算出した。図 8 から堀川が長距離送水車を使用できた場合、
既存の消防水利と装備での範囲に比べて範囲が広く、大規模な延焼火災に対して十分有効な方法であること
が明らかとなった。 
b） 都市型水害対策車より長い送水ホースの長距離送水車の用いる方法 
都市水害対策車よりも消火可能範囲を拡大する方法として、長距離送水装備に着目した。横浜市消防局15)

と東京消防庁16)のそれぞれの長距離送水装備を参考にした。横浜市消防局と東京消防庁のそれぞれの長距離
送水装備は、1.8kmと2.0kmである。ホースの到達距離は、消防車両のホースの400mを加えた2.0kmと2.4km

である。図9、図10から、京都市の都市型水害対策車では、対応することが難しい中央部から東側をおおよ
そ対応が可能であることが分かる。 

c） 天神川の側道の幅員を拡大し、天神川を消防水利とする場合 
本研究では天神川を取水地点としていないため、西側が消火可能範囲外となっている。そのため対象地域

の西側で消火可能範囲を拡大する方法として、大窪ら6)の天神川の取水地点周辺の道路を5.5m以上の道路に
広がった場合を考えた。図11は、ポンプ車のホース400mの場合を示し、図12は、京都市消防局の都市型水
害対策車13)の1.0km（到達距離：1.4km）の場合を示した。これまでの既存の方法と改善方法では、天神川付
近が消火可能範囲外であるため、この改善方法は効果が十分にあることが分かる。 
 

 

図 8 堀川で都市型水害対策車の
消火可能範囲図 

図 9 長距離送水ホース 

1.8kmの消火可能範囲図 

図 10 長距離送水ホース 

2.0kmの消火可能範囲図 
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６. おわりに 
  

(1) 研究の成果 
a） 消火可能範囲の作成方法 
消火可能範囲を取水地点から円を用いて表すのではなく、GISソフトの到達圏解析を用いることで道路閉

塞発生割合が低いと考えられる幅員の広い道路のみを経路とした場合の消火可能範囲を示すことが出来るこ
とを明らかにした。このことにより消防水利の到達可能性と消火可能範囲を同時に考慮した評価ができた。 
b） 設定した現状の消防水利と消防設備での評価 
河川・防火水槽・ため池・プールから消防車を用いた場合の消火可能範囲では広範囲であり、地震後一定

時間は消火活動が行えることが分かった。しかし、火災が大規模になり長時間に大量の水が必要な場合は、
消防水利を中継点とした河川からの中継送水方法や鴨川からの都市型水害対策車を用いる方法では、消火可
能範囲が限定的であり消火活動のための水量が不足する恐れがあるということが分かった。 
c） 消火可能範囲の拡大のための改善案とその効果の算出 
堀川で京都市消防局の都市型水害対策車を用いた消火可能範囲図や、京都市消防局の都市水害対策車より

も送水距離がさらに長い長距離送水装備の消火可能範囲図、天神川の取水地点とした消火可能範囲を作成し
た。この範囲図から改善案として挙げたこれらの方法は有効であると考える。しかし、実現する上での課題
は大きいと考える。 

  
(2) 今後の課題 
a） 交通状況を考慮した消火可能範囲の算出 
本研究で調査した取水可能な位置からの消火可能範囲図を作成することで、地震時の大規模延焼火災の消

火活動が難しい範囲を求めた。しかし、消火可能範囲の大きさに影響を及ぼす要因は道路幅員だけではなく、
交通渋滞などの交通状況や道路の被害状況が考えられる。そのためより正確な消火可能範囲図の作成のため
には、交通状況の要因を考慮することが必要であると考えられる。 
b） 改善案の実現可能性の評価 
本研究では消火可能範囲を拡大させるための改善案として、3つの消火活動方法を挙げた。これらの改善

案を行った場合に消火可能範囲の拡大が見られたが、実現可能性の検討が不十分である。改善案を実施する
ための費用を算出することで、費用と効果の関係性から改善案の評価する必要があると考えられる。 
 

謝辞：：堀川などの京都市の河川について京都市役所・藤井豊様、小田宏一様、服部泰典様、鴨川や天神川に
ついて京都府京都土木事務所・内田信行様、四方幸伸様、中川裕司様、消防水利や消防活動、消防計画につ

図 11 長さ 400mの 

ホースの消火可能範囲図 

図 12 都市型水害対策車を 

用いた消火可能範囲図 
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いて京都市消防局・藤本雅一様、奥村展弥様、ヒアリング調査や現地調査について明日の京都文化遺産プラ
ットフォーム・安田勝様、山田信祐様から貴重な御助言を頂きました。ここに記して、これらの方々への感
謝の意に代えさせていただきます。また、本研究は2020年度立命館大学・研究推進プログラム（科研費獲得
推進型）の助成を受けたものです。ここに記して謝意を表します。 
 
注釈 
*1) GISソフトとしてESRI社のArc GISを用いた。 
*2) シェープファイルとは、GISソフトを使用するフォーマットのひとつである。 
*3) ヒアリング調査は2020年9月上旬に京都市役所で回答を得た。主に京都市の河川や堀川について聞き取りを行った。 
*4)  H-Q曲線とは、水位と流量の観測値から得られた水位と流量の関係を表すグラフである。 
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In this paper, the history of disasters in the early modern period of Izushi and the restoration of the damaged area 
are examined based on the local history literature. The resarch area, Izushi Town, Hyogo Prefecture, prospered as a 
castle town in that period, and has been recognized as having great traditional importance building group because it 
still retains its appearance. This paper consideres the damage caused by past disasters based on the descriptions in 
the literature, and  the mechanism of flooding of the Taniyama River and taking into account examining the extent of 
damage caused by fires in 1876 and 1823, and floods in 1722 and 1850. As a result, the area affected by the fires of 
1876 and 1823 was reconstructed. This paper confirms that the fire of 1876 was a large-scale fire that covered the entire 
old castle town, but there is a high possibility that some areas escaped the fire. Furthermore, the damage caused by the 
floods of 1722 and 1850 was analyzed and shows that the flood flowed through Zaimoku-machi and Iki-machi, into 
Uchi-machi and the inner moat, and overflowed from the west end of the inner moat into Tainosho-machi.

Keywords: Izushi, Historical Disaster, Great Fire, Flood Disaster

１．序

　兵庫県豊岡市出石旧城下町（図 1・2）の近世・近代の災害履歴については、『出石町史』（出石町史編纂

委員会編、1984）に記されているが、それぞれの罹災範囲や原因については詳しく分析されていない（表 1・
2）。そこで本研究は、出石に発生した過去の火災・水害の罹災範囲についての復原的考察を行ったものであ

る。本稿は、過去の災害の被害状況を文献の記述をもとに見直しつつ、近世絵図に描かれた町割りとともに

それを詳細に比較・検討することにより、罹災した範囲を推定することが不可能ではないことを示したもの

であり、これまで試みられることのなかった罹災範囲を推定する方法論の提案でもある注 1）。とりわけ火災

の罹災範囲を特定することは、過去の火災で焼け残った文化的・歴史的価値の高い建物を今後発見し、それ

らを適正に価値付けることにも繋がるし、水害については今後の防災まちづくりの一助ともなりえる。昭和

8（1933）年の谷山川砂防工事によって、町内を蛇行していた谷山川が町の南側を抜けるようになり、さら

に平成 6（1994）年には町の東部から山間部を通って出石川に抜ける放水路が建設された。したがって、近

世の状況は現状とは同じではないが、昨今の豪雨を鑑みて放水路が機能不全に陥ることもあり得るから、そ

のことを勘案すれば、近世の状況を検討することには現代的な意味があると考えられる。

　本稿で用いた資料としては、まず文献資料として『出石町史』（前掲）、『御用部屋日記』（出石町役場総務

課町史編集室編、1982）、『仙石家譜』（『出石町史』所収）があげられる。また、近世の町割りや土地利用状

況がわかるものとして文化 7（1810）年の「出石城下町絵図」（豊岡市歴史博物館蔵、以下「文化絵図」とする）

がある。さらに、その他の近世絵図類や地方史等の文献も併せて用いた。本稿は、それらの資料を用いて、

明治 9（1876）年・文政 6（1823）年の火災、享保 7（1722）年・嘉永 3（1850）年の水害の罹災範囲の復原

的考察を行いつつ、谷山川の氾濫の仕組みについて考察したものである（上記の災害に着目した理由は主に

資料上の制約による）。
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